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備えあれば —予防的リスク研究

研究コーディネータ　谷山 一郎

008年9月、アメリカの証券会社の経営破綻

に始まった金融危機はたちまち世界の全産

業に波及し、今や100年に一度の不況下にあると

も言われています。回復に数年かかるであろうと

いう予測もあり、これからも多くの失業者を生み、

その家族の困難や新規卒業者の就職難を思うと胸

がふさがれます。

　この災難がある日突然、予想もされずに青天の

霹靂のごとく降ってわいたかというと、そうでも

ないようです。インターネットの経済記事やブロ

グを検索すると、2007年頃から注意喚起がいくつ

か出ていたことに気づきます。もっと捜せば、そ

れ以前にもあったかも知れません。それにもかか

わらず、今、次々と起こっている現象への政府や

会社の対応が、後手に回っているという印象は否

めません。もう少し、以前から今日あることを予

測して、傷口を広げないようにすることはできな

かったのでしょうか。

　環境分野では、将来起こるかどうか分からない、

すなわち科学的な不確実性が高くても、悪影響の

恐れがある出来事に対し、何らかの対応（予防的措

置）をとらなければならないとしており、これを予

防原則といいいます。この考え方は1970年代ドイ

ツの環境保護政策において用いられたのが初めで、

1992年の地球サミットにおけるリオ宣言で明確に

定義されました。この予防原則の適用を受けて開

始された政策の中に、大気中の二酸化炭素上昇に

伴う気候変動や遺伝子組換え生物への対応などが

あります。

　しかし、この予防原則を適用するかどうか、ま

たは適用するにあたってどのようなを対策を採用

するかを決定するのは容易ではありません。この

ため、予防原則を適用する際に検討すべき課題が

いくつかあります。例えば、ゼロリスクを求めて

はならない、対策を行った場合と行わない場合の

それぞれの便益と費用、リスクについての新たな

科学的知見が得られるかどうか、などです。そし

て、より完全なデータを求めて科学的研究を継続

し、予防原則によって実施された対策を、確実な

研究成果に基づいて再検討し、必要ならば修正し

なければなりません。

　このように予防原則に基づいた基準の検証や新

たな対策技術の開発などの予防的リスク研究はも

ちろん行わなければなりませんが、研究者として

は、その一歩先の研究に対応することも望まれま

す。すなわち、現在では不確実性が極めて高く、

政策立案者の納得が得られないリスクへの対応や

多くの人が決着済みと思っているリスクの再検討

です。もしかすると無駄に終わる研究かも知れま

せん。場合によっては、より厳しい安全性を求め

る結果を示すことで「オオカミ少年」と呼ばれたり、

逆に安全性の基準を緩和する提案を行うことで「○

○の手先」と批判を浴びることもあるでしょう。し

かし、何らかの科学的根拠に従って開始し、科学

的結果を公表することを恐れてはいけません。そ

の結果により、政策担当者を動かし、それによって、

被害を少なくすることや対策にかかる経費を抑え

ることができる可能性があるからです。

　自然・社会現象のメカニズムの解明や数値化が

すすみ、どのくらいの確率で、いつごろ、どの程

度の規模で起こるかということを予測することが

可能となってきました。しかし、数値だけで予測

できないこともあるのです。
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